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事業方針 

中国地方の経済は、個人消費は持ち直しの動きに合わせ、有効求人倍率は引

き続き高水準で、災害の影響はあるものの生産は回復途上にあるなど、持ち直

し基調がみられている。来年度以降も雇用・所得環境の改善が続く中で、消費

税率引き上げに伴う対応など、緩やかな増加傾向をたどるとしている。 

その中にあって、零細企業が大半を占める県内の生衛業者は、人手不足が続

き、人件費や原材料費の上昇、後継者不足、新業態の進出への対応などの多く

の解決が困難な課題を抱えている。 

しかし、地域の支えとして、地域に密着した産業の生衛業は、少子高齢化が

急激に進んでいる現在、消費者の生活基盤の確保から地域社会の活性化まで、

現代社会の問題に対して果たすべき役割が更に増大している。 

このため、当指導センターは、行政機関、組合、関係団体等との連携を密に、

情報の共有化を図るとともに、双方向の対話により、生衛業界が必要とする生

産性の向上をはじめ生衛業界の課題である後継者の確保のための事業、高齢化

社会に向けての地域福祉貢献事業などを推進し、生衛業の営業の振興や発展を

図り、衛生水準の向上や組合組織の基盤強化への取組を継続する。 

 

Ⅰ 生衛業の相談、助言指導等 

１ 生衛業者に対して経営上必要な融資、労務管理をはじめ衛生等に関する課

題に適切な助言指導により、施設設備の改善、経営の安定化及び健全化並び

に衛生水準の維持向上を図る。また、消費者又は利用者の利益の擁護を図る

ため、生活衛生営業経営指導員（生活衛生営業経営指導員設置要綱に基づき

当指導センターに配置されている者（以下「経営指導員」という。））、融資、

税務、衛生、法令等の専門的な知識を有し、生衛業に対する経営指導などを

行う生活衛生営業経営特別相談員（岡山県生活衛生営業経営特別相談員設置

要綱に基づき岡山県知事が委嘱している者（以下「経営特別相談員」とい

う。））及び相談指導顧問（中小企業診断士、税理士及び弁護士等の外部の専

門家）が、指導センター相談室や県内の地区に出向いて行う地区相談及び各

店舗に出向いて行う訪問指導等を実施する。 

（１） 相談室運営事業 

生衛業の衛生水準の向上、経営上必要な融資、税務、衛生等の相談及

び消費者からの苦情等に関する相談を指導センター相談室で常時受け



付け、助言指導を行う。 

① 生活衛生関係営業経営改善資金融資指導及び審査 

日本政策金融公庫の生活衛生改善貸付の融資指導を行うとともに、

融資に係る審査会を開催する。  

② 一般貸付・振興事業貸付等の融資指導 

各衛生法規に基づく施設設備の衛生基準について審査するとともに、

施設・設備の近代化、衛生水準の向上、営業の経営基盤の強化の促進

等に必要な資金の融資について助言指導を行う。 

 

（２） 地区生活衛生営業相談指導事業 

県内の数箇所の地区に経営指導員、経営特別相談員、相談指導顧問、

行政関係者や専門家等を派遣し、融資、税務、衛生、苦情等に関する相

談、助言指導、情報提供や研修等を行う。 

 

（３） 相談指導顧問設置事業 

生衛業の生産性向上を促進し、衛生水準の維持向上を図るため、経営

診断、税務、法律等の専門的知識を有する中小企業診断士、税理士、弁

護士などを生衛業者の店舗に直接派遣し、相談、助言指導を行う。 

①  経営診断及び経営向上のためのアドバイス 

当指導センター理事長が委嘱した岡山県中小企業診断士会所属の中

小企業診断士等を生衛業者の店舗に直接派遣し相談指導を行う。 

また、相談効果の確認や将来計画の相談のため、必要に応じて１店

舗について３回まで継続指導を行う。 

② 法律相談 

岡山弁護士会との間で締結した「法律相談に関する覚書」に基づき、

岡山弁護士会館において弁護士による個別相談を実施する。 

 

（４） 経営指導員活動事業 

生衛業者に対する助言指導、経営特別相談員の業務執行に関する助言

指導、組合からの相談に関する助言指導を行うほか行政機関が行う生活

衛生営業指導事業への協力、助言等を行う。 

 

２ 生活衛生融資（日本政策金融公庫関係）に係る推薦書交付事務を実施する。 

日本政策金融公庫が取り扱う生活衛生融資貸付制度のうち一般貸付（設備

の設置等を行う際に要する資金の貸付）を利用しようとする生衛業者に対し



推薦書を交付する。 

    

Ⅱ 生衛業の後継者育成支援 

将来の生衛業界の担い手となる若年層（中高校生）を対象に生衛業に対する

職業観の向上と生衛業への就業の促進を図り、生衛業界における後継者の育成

に資するために、次に掲げる事業を実施する。 

（１） 生衛業に興味を持ってもらうため、生衛業者が直接学校に出向いて仕

事の内容、働くことの意味や心得等についての講演を行うほか業の実

演を行う生衛業出前セミナーを開催する。 

 

（２）  生衛業の技術体験を通じて生衛業の楽しさや適性を感じてもらい生衛

業を担う人材を発掘することを目的に、生衛業者が学校に出向いて授業

を行う生衛業出前体験教室を開催する。特に後継者不足が著しい理容業

や技術の地域への定着が十分でない飲食業、美容業などに力点を置く。 

 

（３）  後継者の確保が特に困難な業種を対象に事業承継をスムーズに行うこ

とを目的に、営業者とその後継候補者を対象に業の素晴らしさを伝える

生衛業イメージアップセミナーを開催する。 

 

（４）  的確な事業評価（効果検証）に資するために実施後のアンケート調査

を実施する。 

 

Ⅲ 生衛業者に対する研修等 

１ クリーニング師研修会及びクリーニング業務従事者講習会の開催 

（１） クリーニング師及びクリーニング所又は無店舗取次店の業務従事者の

資質向上、知識習得及び技能向上等を通じて衛生水準の維持向上を図る

とともに、消費者又は利用者の利益の擁護に資するために、クリーニン

グ業法に基づきクリーニング師及び業務従事者を対象に研修会及び講

習会を開催する。 

（２） 「衛生法規及び公衆衛生」、「繊維及び繊維製品」、「洗濯物の受取、保

管及び引渡し」等をテーマに、衛生行政経験者、業界関係者、専門技術

者等を講師に選任し研修・講習の内容の充実を図る。 

（３） 行政関係機関、関係組合等と連携を図り、さらなる受講率の向上に 努

める。 

 



２ 経営特別相談員研修会の開催 

（１）  経営特別相談員の資質の向上、知識の習得等を通じて生衛業界の自主

的な実践活動の推進と衛生水準の維持向上を図るために、経営特別相談

員を対象に研修会を開催する。また、経営特別相談員の新規養成につい

ては岡山県の所管部署及び関係組合と協議のもとに計画的に行う。 

 

（２）  経営特別相談員の業務である「生活衛生関係営業経営改善資金融資に

関する助言指導」、「融資、税務、衛生措置、事業促進等の相談に関する

助言指導並びに標準営業約款の登録促進の指導」、「生衛業の営業許可申

請、届出等の手続等に関する相談、助言指導」等を円滑に推進するため

に、融資、経営、衛生等に関する研修課題について金融・融資機関関係

者、行政関係者等の講師による研修を実施する。 

 

  （３）  組合において経営特別相談員をより有効に活用するための研修を実

施する。 

 

 ３ 衛生管理等に関するセミナーの開催 

   「自主管理点検票」の普及を中心として、衛生確保のための生衛組合の 

活動紹介、日本政策金融公庫の融資制度等を内容とする衛生管理等セミナー 

を各組合事務局の要望に応じ開催する。 

   なお、衛生管理等セミナーは、生衛組合の協力による合同開催とし、行政

機関とも連携し組合員のみならず、広く生衛業者に参加を呼びかける。 

 

Ⅳ 生衛業の振興 

 １ 岡山県生活衛生営業振興助成補助金交付要綱に基づき、生衛業の振興、

消費者サービスの向上、衛生水準の向上、地域の活性化、消費者利益の増

進等生活衛生同業組合が策定している振興計画に盛り込まれている事業に

対して助成する。 

   ●補助事業の内容 

① 生活衛生関係営業における消費者サービスの向上、需要の開拓等

に資する事業 

② 生活衛生関係営業の共同福利厚生事業及びその他雇用管理の改善

に資する事業 

③ 生活衛生関係営業の後継技術者育成を目的とした事業 

④ 消費者利益の増進を目的とした事業 



⑤ その他生活衛生関係営業の振興に資する事業 

 

 ２ 生衛法の目的の一つでもある「生衛業者の組織の自主的活動を促進し、

公衆衛生の向上と増進に資する。」を達成するために、広報紙「生活衛生お

かやま」、ホームページ等の媒体を活用し、各組合の事業の紹介や振興事業

貸付融資制度に関する情報提供等を行うなど組合への加入促進に努め、組

合組織の強化を図る。また、各組合間での連携事業の推進を図る。 

 

 ３ 生衛法に基づき策定されている振興計画について、平成３１年度変更予

定の旅館ホテル生活衛生同業組合の振興計画の策定や変更認定申請事務に

係る支援をするとともに、振興計画に基づく振興事業の計画的な実施に向

けて各組合を支援する。 

   また、年度毎の実施報告書の作成についても各組合事務局の支援を継続

する。 

 

Ⅴ 標準営業約款に関する登録及び普及啓発 

利用者又は消費者が標準営業約款制度を有している理容業、美容業、クリー

ニング業及び一般飲食店営業からサービスや商品を受ける際の店舗選択の利

便に供するために、関係組合等と連携を図り、標準営業約款に従って営業を行

おうとする生衛業者の登録及び普及促進を図る。また、全国規模で実施され

る「標準営業約款普及登録促進月間（１１月）」にあわせ、情報誌への掲載な

どの広報を行い、利用者又は消費者への標準営業約款制度の周知に努める。 

   ●約款登録店舗 

① 提供するサービスの内容や商品の品質の表示 

     ② 営業施設・設備に係る衛生管理基準等の遵守、維持管理 

     ③ 万一の事故発生時に備えて損害賠償保険への加入 

     ④ 「Ｓマーク」（安心、清潔、安全）の店頭表示 

   

 ●登録及び普及促進 

     ① 普及登録促進月間の１１月を中心に組合機関紙等の広報媒体を

通じて利用者又は消費者に啓発を行う。また、関係組合において

は、組合員に対して登録を呼び掛ける。  

     ② 関係組合を通じて再登録者（８月登録、２月登録）に対する再

登録手続等の周知徹底を図る。 

 



Ⅵ 高齢者及び障がいのある方等の健康・福祉の支援 

地域や日常生活に密着した営業である生衛業は、地域におけるコミュニケー

ションや情報発信の場として地域社会への貢献が期待されている。このため、

生衛業が中心となって健康、福祉等時代の要請に応じた様々な課題に対して積

極的に取り組み、生活衛生関係営業施設を活用した健康づくり、生活習慣病等

の予防、高齢者や障がいのある方への適切なサービスの提供といった各種の課

題に対する生活衛生関係営業者の自主的な取り組みの支援を行う他、衛生水準

の維持向上、地域福祉の増進及び消費者サービスの向上等を図るために、次に

掲げる事業を実施する。 

（１） 健康入浴等の推進 

一般公衆浴場の特性（地域の拠点性を有している、入浴による健康

効果があるなど）を活用して、健康の増進、生活習慣病の予防及び改

善や健康に関する情報を地域の方々に提供する。また、高齢者の入浴

の促進や外国人を対象に日本の入浴などの事業により利用者の促進

を図る。 

 

（２） 地域生活の支援 

生衛業として高齢者や障がいのある人々にやさしいサービスを提供

するための研修や啓発を実施する。 

また、健康推進法の改正に伴い２０２０年４月から事業所内での喫

煙が原則禁止となることから県、組合、関係団体等と連携して生衛関

係事業者への啓発を促進する。 

     ●主な事業内容  

生衛業者も高齢化が進んでいることから、事業者の働き方や障が

いのある方等への接客の心得や事業者の健康管理等について学んで

もらうための研修会などを実施する。 

 

Ⅶ 生衛業の循環型社会形成への貢献 

食品残渣等の食品廃棄物の循環的な利用や発生抑制等に取り組むとともに、

環境保全関係情報を地域住民に発信して環境保全の意識の高揚を図るなど循

環型社会の形成に寄与することで生衛業の振興を図る。 

（１） 食品リサイクルの推進 

廃食用油のリサイクルや食品残渣の資源化に取り組む食品関係生活

衛生同業組合や岡山県、岡山市と連携し、「３０・１０」運動の啓発を

実施する。 



（２） クリーニング包装材等リサイクルの推進 

     循環型社会への貢献や地域住民の意識高揚等を目的にしてプラスチ

ック包装資材の削減対策のためプラスチック製ハンガーの回収やエコ

バックの導入を推進し、広く利用者も含めクリーニング業界での普及

を目指す。 

     また、組合との連携により実施する「染み抜き教室」等の事業を通

じてクリーニングで使用するプラスチックのリサイクルの啓発を図る。 

 

Ⅷ 情報化整備及び情報提供 

  生衛業の経営の健全化、振興等を通じて衛生水準の維持向上を図るととも

に、利用者又は消費者の利益の擁護に資するために、生衛業に関する各種の

情報を収集し、分析、加工、保管し、あらゆる手法で情報の提供を行う。 

      ① 広報紙「生活衛生おかやま」の年２回（７月、１月）発行 

      ② ホームページの活用 

      ③ 啓発用資材等の貸出 

      ④ 研修会、講習会等の開催 

      ⑤ その他収集した各種情報の提供 

⑥ 衛生水準の確保・向上事業推進会議の開催 

⑦ 広報資料の作成、配布  

 

Ⅸ 生衛業に関する各種調査 

  次の調査については、事業に係る各種要件の整備、調整等の状況に応じて

実施する。 

 １ 生活衛生関係営業景気動向等調査 

（全国センターが日本政策金融公庫からの受託に基づく調査） 

  ① 調査対象者： １６業種（実施要領による分類）の７０生衛業者 

  ② 調査内容 ： 年４回（四半期に１回）、郵送による配布回収方式又は

調査員（経営特別相談員等）による聞き取り記入方式 

  基本調査項目（景気動向） 

特別調査項目（設備投資動向・運転資金借入動向、

価格・雇用動向等） 

 

Ⅺ 全国生活衛生営業指導センターとの連携事業 

 １ 衛生水準の確保・向上事業 

生衛法制定・施行後６０年が経過する中で、生衛組合の設立趣旨に対す 



る組合員や生衛業関係者の意識の希薄化、組合員の減少等によって組合の組

織基盤の脆弱化が進んでいることから、(一社)全国生活衛生同業組合中央会、

各生活衛生同業組合連合会等において、毎年１１月を「生活衛生同業組合活

動推進月間」と定め、関係機関や関係団体との連携のもとに、生衛業の新規

開業者等の組合加入を促進することとし、生衛組合についての周知広報や組

合活動の活性化推進の取り組みを重点的に展開している。 

このため、指導センターは、推進月間の共催者として参画し、生衛組合  

における基礎基盤の強化や組合活動の活性化等に関する諸活動を支援し、生

衛業における効果的な衛生水準の確保・向上に資する事業を実施する。 

 

 ２ 生活衛生営業生産性向上事業 

   昨年度、国の作成した「生活衛生関係営業の生産性向上を図るためのガ

イドライン・マニュアル」を活用し、全国指導センターや岡山県中小企業

診断士会の協力により希望事業者を募集し、個別相談等を実施する。 

    

 ３ 消費税軽減税率制度広報事業 

   本年１０月から実施される消費税増税と軽減税率制度の導入については、 

国、県、組合、関係機関と連携し、生衛業者特に飲食店等における円滑な準

備が進むよう説明会等を実施する。 

 

４ 受動喫煙防止対策事業 

   健康推進法の改正に伴い２０２０年４月以降は、生衛業も含め事業所内

（客席面積１００㎡未満の飲食店は除く。）での屋内禁煙となる。このこと

から国は生活衛生関係営業の受動喫煙対策を徹底するため、生活衛生関係

同業者であって「受動喫煙防止対策助成金」を受けられない事業者（労働

災害補償保険の適用を受けられない事業者）が、事業所内に喫煙室を設置

等するための必要な経費の一部を国が補助する予定である。 

そのため当県センターでは事業者の要望に応じ補助申請書の作成等の関

係事務の助言、指導等を行う。 


